
 

 

認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例の手引き 

（令和６年４月） 

 

１ 認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例とは 

 認可地縁団体制度により、市長の認可を受けた地縁団体（※１）は、法人格を取得し、

団体名義で土地や建物などの不動産の登記名義人となることができるようになりました。 

 しかし、地域によって所有・管理していた不動産は、名義人が複数人で登記されている

ケースが多く存在し、長年相続登記がされていないなどの理由で相続人の所在がわからな

い場合があり、認可地縁団体への所有権移転が進まない問題が全国的に生じていました。 

 そこで、認可地縁団体へ所有権移転の登記の円滑化を図るため、平成２７年４月１日施

行の地方自治法の改正により、「認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例」規定

が設けられ、一定の要件を満たした認可地縁団体が所有する不動産であって、登記名義人

やその相続人の全て又は一部の所在が知れない場合は、一定の手続きを経ることで、認可

地縁団体が単独で移転登記の申請を行うことができるようになりました。（根拠法令：地

方自治法第260条の46） 

 

（※１）地縁団体とは、「町または字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する

者の地域的なつながり(地縁)によってつくられた団体」をいい、自治会等のように

一定の区域の住民で構成された団体のこと。 

 

◎ 制度を活用できる不動産 

登記の特例制度は、認可地縁団体による所有権移転を促進する目的のもので 、「相続人が見つ

からなくて、どうしても同意をもらえないため、従来の登記移転手続きが行えない」とい

う不動産に適用されます。 

「相続人が多くて同意をもらったりする作業が大変」という場合は、従来の登記移転

手続きが可能なため、登記の特例制度は利用できません。 

また、不動産登記は対抗要件(※２)としての公示制度と位置づけられるものであり、

当該不動産の所有権の有無を確定させるものではありません。 

 

（※２）当事者間で効力の生じた法律関係または権利関係を、第三者に対して主張するた

めの要件 

 

２ 登記の特例の適用を受けるための要件 

 認可地縁団体が所有する不動産に係る特例制度を利用する場合は、以下の⑴～⑷の要件

を全て満たしている必要があります。 

 

⑴ 当該不動産を所有していること  

 この特例は、当時の制度上、地縁による団体名義で登記ができなかったため便宜上認可

地縁団体の構成員又はかつて構成員であった者が登記名義人となっている不動産が対象と



 

 

なっており、申請時において当該認可地縁団体が所有している必要があります。 

 

⑵ 当該不動産を 10 年以上所有の意思をもって平穏かつ公然と占有していること  

 地縁による団体は、市長の認可を受けて認可地縁団体となりますが、この認可により団

体の同一性が失われるものではありません。そのため、当該不動産の占有期間について

は、認可を受ける前の地縁による団体であった期間を含めることが可能です。 

 

⑶ 当該不動産の表題部所有者又は所有権の登録名義人の全てが当該認可地縁団体の構成

員又はかつて当該認可地縁団体の構成員であった者であること 

 認可地縁団体の構成員でない第三者が登記名義人となっている不動産や、認可地縁団体

の構成員が個人的に所有している不動産については対象外となります。また、ここでいう

「構成員」には、市長の認可を受ける前の地縁による団体の構成員も含まれます。 

 

⑷ 当該不動産の登記関係者（表題部所有者、所有権の登記名義人、これらの相続人）の

全部又は一部の所在が知れないこと 

 「全部又は一部の所在が知れないこと」とは、全部の所在が知れていること以外は全て

含まれることになり、登記関係者のうち少なくとも一人について所在が知れない場合に要

件を満たすことになります。ただし、所在が判明している登記関係者がいる場合は、この

特例により認可地縁団体が当該不動産の登記名義人となることについて事前に同意を得て

おくことが望ましいと考えられています。 

 

３ 申請手続きの流れ 

 

 

 
 



 

 

 
 

 

４ 申請時の提出書類 

 申請時の提出書類は以下のとおりです。 

  

⑴ 所有不動産の登記移転等に係る公告申請書（様式１） 

  様式は、市ホームページの認可地縁団体のページからダウンロードすることができま

す。 

⑵ 申請する不動産の登記事項証明書 

  法務局に申請してください。 

⑶ 申請不動産に関し、特例適用を申請することについて総会で議決したことを証する書

類 

  公告申請のための総会の議決を経ているかを確認します（議事録等）。 

  なお、認可を受けている地縁団体において、認可申請時に提出した保有資産目録又は

保有予定資産目録に申請不動産の記載があるときは、当該目録をもってこれに代えるこ

とができます。 

⑷ 申請者が代表者であることを証する書類 

 以下のものが例として挙げられます。 

  例：認可地縁団体証明書 

    任命されたことが記載されている総会議事録等 

 



 

 

⑸ 「２ 登記の特例の適用を受けるための要件」の⑴～⑷を満たしていることを証する

書類 

  具体例については、次項「５．特例適用の要件を満たしていることを疎明するに足り

る資料」を御参照ください。 

５ 特例適用の要件を満たしていることを疎明するに足りる資料 

 

以下の資料等により疎明することが可能であると考えられています。 

⑴ 申請する不動産を認可地縁団体が所有していること 

⑵ 申請する不動産を認可地縁団体が１０年以上所有の意思をもって平穏かつ公然と占有

していること 

 ① 申請する不動産の所有や占有に係る事実が記載された直近の認可地縁団体の事業報

告書（不動産の保全管理に関する記載や、決算書に租税公課の額が記載されているこ

と） 

 ② ①に加えて 

 ・ 閉鎖登記簿の登記事項証明書や謄本 

   （法務局に申請、10年以上前の所有が確認できるもの） 

 ・ 公共料金の支払領収書や固定資産税の納税通知書 

   （10年以上前の所有が確認できるもの） 

 ・ 固定資産課税台帳の記載事項証明書 

 ・ 旧土地台帳の写し 

 ⑶ 申請する不動産の表題部所有者または所有権の登記名義人の全てが、認可地縁団

体の構成員またはかつて認可地縁団体の構成員であった者であること。 

 ・ 認可地縁団体や当時の自治会の構成員名簿 

 ・ 市が保有する地縁団体台帳 

 ・ 墓地の使用者名簿（申請不動産が墓地である場合） 

 

 ⑷ 申請する不動産の登記関係者（表題部所有者、所有権の登記名義人、これらの相続

人） の全部または一部の所在が知れないこと。 

 ・ 登記記録上の住所の市町村長が、当該市町村に登記関係者の住民票及び住民票の除

票が存在しないことを証明した書面 

 ・ 登記記録上の住所に宛てた登記関係者に宛てた配達証明付き郵便の不到達を証明す

る書面 

 ・ 申請不動産の所在地に係る精通者等が、登記関係者の現所在を知らない旨を証言し

た書面 

 

 ※ それぞれの要件を満たしていることを証する書類がない場合（様式３）資料の入手

が困難であった理由を記載した書面 

   登記名義人や申請不動産の所在地に係る、地域の実情に精通した者の証言を記載し

た書面



 

 

 

６ 公告に対する異議申出 
 

 公告に対して異議がある方は、次のとおり手続きを行ってください。 

 

⑴ 申出の要件 

 異議を述べるには、次の①②の要件をどちらも満たしている必要があります。 

①次のいずれかに該当する者 

・表題部所有者または所有権登記名義人 

・表題部所有者または所有権登記名義人の相続人 

・所有権を有することを疎明する者 

②３か月間の公告期間内に行われた異議申出であること 

 

⑵ 異議申出の方法 

 上記の要件を満たしている場合、異議を述べる者が、異議申出書（様式３）に次の書類を添付

して、自治防災課に提出してください。 

 

登記関係者等の別 
 添付書類(登記関係者であることの

確認のための書類) 

 添付書類(名前及び住所

確認のための書類) 

表題部所有者または所 

有権登記名義人 
 申請不動産の登記事項証明書 

 住民票の写しまたは 

 戸籍の附票の写し 

表題部所有者または所有権

登記名義人の相続人 

・申請不動産の登記事項証明書 

・戸籍謄抄本 

所有権を有することを 

疎明する者 

 所有権を有することを疎明するに足

りる資料 

 

 申請する不動産の登記関係者や、不動産の所有権を有することを疎明する者が公告に対して異

議を述べた場合は、公告による手続きは中止となります。 

 異議申出がされた後は、異議を述べた者が⑴申出の要件を満たしているかを確認し、満たして

いた場合は公告を中止し、申請した認可地縁団体に、異議の内容等を情報提供しますので異議を

述べた方と認可地縁団体は、不動産の所有権移転について協議を行ってください。 

 なお 、申出の要件を満たしていない場合は、異議の申出は受け付けられませんので、公告を継

続することになります。



 

 

 


